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経済学研究 33-2
北海道大学 1983.9

都市の最適規模と均衡規模

五十嵐智嘉子

はじめに

「都市問題」には，交通混雑，公害，スプロ

ーノレ現象，都心の空洞化，および財政危機など

様々な問題が含まれており，これらは相互に関

連しているばかりか，一国経済の動向とも関連

した複雑な問題である。

「都市」を「人口が比較的多く，かつ密度が

高く，しかも非農業生産を行なう場」と定義す

ると13，都市への人口集中は必然的で， さらに

そのために都市問題が発生すると言える。人口

や産業が都市に集中するのは，そこに集積の経

済が働くからである。しかし，一方では，人口

が都市に集中し，産業が特に都心に集中するた

め，交通混雑や都心の空洞化現象が見られる。

このように，都市は集積の経済と同時に，集積

のために発生する都市問題をかかえているので

ある。

そこで，都市への適正な産業と人口の集中，

又は都市の最適規模を求めることが，都市経済

学の重要な課題となっている。本稿の目的は，

都市の最適規模がどのようなメカニズムで決定

され，また，それが人口集中による都市問題と

どのように関連するかを明らかにすることであ

る。都市の最適規模は，いろいろな基準で論じ

られているが，本稿では，上に述べたような外

部性が存在する下での都市規模を検討する。現

1)社会学者， 米田E太郎氏による定義。(一井修著
『都市問題』法律文化社， 1983， p. 33)都市経済
学における「都市Jの定義も同様で，行政単位に
よるものではなく， r労働と非土地資本が空間内
で相対的に過密となっている地域J(ミユース[6]，
p.めである。同様の意味を持つ言葉としては，
「都市化地域J(urbanized area)がある。

在，このような分析に最も適しているのは，へ

γダーソ γ[3Jのモデ、ルである。

以下，本稿の構成は次のようになる。まず第

一節では，伝統的な一都市の簡単な空間モデノレ

で， ミユース [6]， ミノレズ [4]，へンダーソ γ

[2Jの分析を中心に，都市規模の決定メカニズ

ムと，都市問題に対するアプローチの方法を簡

単に述べる。第二節では，ヘシダーソン [lJ

[3Jに従って，一国経済内のある一都市におい

て，住民の効用が最大となる最適規模と市場の

メカニズムで決定される均衡規模を求める。さ

らに，それらが必ずしも一致しないことを論

じ，そこに都市問題が存在することを指摘す

る。最後に，モデ、ルの今後の発展の方向を簡単

に述べるO

第一節ー都市の空間均衡と人口

今日の都市モデ、ルの原型は， ミユース [6Jと

ミノレズ [4J に求めることができる。そのモデ

ルは，地代，住宅レント，人口密度，建て物の

高さなどが，都市内でどのように変化するかを

扱う空間モデ、ルで，それらが都市内の市場で達

成される均衡状態を空間均衡と呼ぶ。彼らのモ

デルを発展させたものとして， ミノレズ=デュ・

フェランティ [5Jやヘンダーソ γ[2Jなどを

挙げることができる。本節では，一都市内の空

間均衡を分析するとともに，それぞれのモデ‘ノレ

の特徴を論じる。ただし，モデルの定式化は，

次節以降のへγダーソ γモデルと一貫させるた

め，ヘンダーソ γ[3Jの表記法に合わせる。

ここでは，都市の構造を簡単に示す「単一核

中心地モデル」を用いる。これは，中心点から

ある半径を持つ円形の都市を想定するモデノレ
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で，その中心点は，財・サーピスの売買が行な

われる地点，都市の中心部は，その財やサービス

を生産する CBD(Central Business District)， 

その周囲は， CBDへ通勤する労働者が， また

消費者として居住する住宅地区である。住宅地

区では，中心地まで運搬することのできない住

宅サービス(以下，単に「住宅」と呼ぶ)が住

宅地区の各地点で提供される。 CBD 内と住宅

地区内では，産業や人口がーカ所に集まること

なく分散し，また，生産に使用されないような

空地はないとする。さらに，都市の周囲は農業

地域とし， CBDは中心地から u。の半径，住

宅地区は引の半径を持っとする。このような

前提の下で，本節では，都市内での主体的空間

均衡を求める。

ミユース [6Jは，住宅地区の空間均衡を分析

し ミルズ [4Jは， CBDの空間均衡を重点に

分析した。これらを統合したのがヘンダーソン

[2Jである。以下，地区ごとに分析し，次にそ

れらを統合する。最後に，モデ、ルと都市問題に

ついて簡単に論じる。

1. 住宅地区の空間均衡と人口

ここでは，最初にミユース [6Jに従って，住

宅地区内における消費者と住宅生産者の行動を

分析し基本的な土地利用と人口分布を明らか

にする九

消費者は，住宅スペース hと，その他の合成

財 xを消費して効用を得るとする。各消費者

の所得を y とし，それを zとhへの支出，お

よび CBDへの通勤費にあてる。単位距離の通

勤費用が一定であれば，個人は都市のどの地点

に居住するかによって xと hにあてる可処分

2)ミユースの都市問題に対する関心は，スプローノレ
現象や都心部に古くから発達した「オールド・タ
ゥγ」と呼ばれる住宅地区の荒廃(アーパγブラ
イト〉など，住宅問題が中心であった。彼は，消
費者間の外部効果や，市場の不完全性，計画の欠
除などは，問題の根本的な原因ではなく，問題は
ある規則性をもって発生した，と主張している。
(ミユース [6]，pp. 1~3) そのため，まず，住
宅地の構造を理論的に解明することを目的とした

のである。

所得が異なり ，xと h の消費量は変化する。

従って，個人の効用最大化は xと h，および

中心点からの距離 U について同時に解かれな

ければならない。ミユースは，まずあらゆる U

地点における xと hに関する効用最大化を求

め，次に，全消費者があらゆる地点に居住す

るとして，その最大効用を満たすような居住地

点(これを， ミユースに従って「住宅立地J

residential locationと呼ぶ)の条件を求める，

としづ二段階の効用最大化問題を設定した。こ

こでは，後に間接効用関数から人口規模を求め

るという手続きのため，対数線形の効用関数を

仮定し，u地点での効用最大化を次のように定

式化する330

Max U(u)=Ax(u)ah(u)c a+c=! (1. 1) 

s. t. y=ρxx(u) +ρ(u) h(u) +tu 

ここで， Aは定数，あは Z の価格で所与， ρ

は住宅サービスのレント(以下「住宅価格」と

呼ぶ)で，中心地からの距離 U の関数，tは

単位距離あたりの通勤費用で所与である。

消費者は，先に述べたような二段階の効用最

大化を同時に行なっているのであるが，ここで

は順に求めていく。』をラグランジュ乗数とし

てラグランジュ方程式を作り，まず，xと hに

関して微分すると，効用最大化の通常の一階の

条件が求められる。

αUJx(u)=A九，cUJh(u)=Aρ(u) (1. 2) 

次に， (1. 2) 式で求めた効用水準を変化させ

ないように所得を補正し どの U 地点に居住

しても同一水準の最大効用を得るための条件を

求める。それは， ラグランジュ方程式を U で

3)ミユースは，より一般的な効用関数， U=U (x， h) 
を仮定した。しかし，以後の分析の結果には変化
がない。その後，効用関数に，直接 CBDからの
距離を入れて，それがマイナスに作用する，という
モデノレが登場した。 (Mirrlees，J. A.，“Optimum 
Town，" Swedish .~ournal 01 Economics， 1972， 
pp. 114-135， Wh直aton.C. W.，“Income and 
Urban Residence，" A. E. R. 1977， pp. 620-631) 

しかし，その意味や有効性に疑問が残り， くソロ
ー [7])，距離を，直接効用の要因としないのが

通常である。
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微分して，さらに(1.2)式を利用すると，

竺=ーかltくO
ou 

のようになるの。

(1. 3) 

(1. 3)式が成立する時に，消費者は均衡立地

点，又は最適立地点にいる，とし、う。また， (1. 

3)式は，次の二つのことを意味する。第ーに，

住宅価格は中心地から離れるにつれて低下す

る。第二に，hが一定の下で均衡立地において

は，単位距離だけ中心から離れる移動による住

宅支出の節約は，移動による通勤費の上昇と等

しい。従って，x と h について効用を最大に

する下で，その効用水準を満たすためには，単

位距離外側への移動につれての住宅価格低下に

よる住宅支出の減少が，通勤費の上昇と等しく

なることが条件である。さらに，全都市住民が

均衡立地にいる時，ここでは住民の所得は同じ

であるから，全住民の効用水準は等しく最大で

あるの。

住宅サービスの供給者(以下， r住宅生産者」
と呼ぶ)は，地主から地代，資本家から資本を

借りて住宅サービスを提供する。 U 地点の一家

計の消費量 hと等しい住宅量の生産関数を，コ

ブー夕、、グラス型を仮定して，

h(u) =BL!(u)s K!(u)l-s (1. 4) 

とおく。 Bは定数で，L¥(u)とK¥(u)はそれぞ

れ U 地点の住宅生産に投入する土地と資本量

である。地代を R(u)，資本レントを rとする

4) ミユースに従って，ここでは「ラグラ γジュ方程
式を M に関して最大化」しているが， このこと
は，全住民が同ーの U 地点を選択する， という
意味ではないことに注意しなければならない。む
しろ， (1. 3)式は， 消費者が都市の全地点に散
在して居住し，他の地点、へ移動するイシセγティ
ブを持たないための条件である。効用水準を一定
に保っときに， (1. 3)式が成立する図的・数学
的証明については，岩波書庖「価格理論 IJ(pp. 
64~67) を参照されたい。

5)ここで，二段階の効用最大化をまとめて考える
と，中心点から離れるにつれ，可処分所得 (y-tu)
は低下するが，住宅価格は低下し，実際には h
の消費量は増加しているのであるから，xの消費
量が減少し，効用を一定に保っているのである。

と，住宅生産者の利潤は， π(u)=ρ(u)h(u)-
R(u) Ll(U)-rK¥(u)となる。住宅生産者は，あ

る地点 U における要素雇用に関する利潤最大

化と，生産地点に関する利潤最大化の二段階の

最大化を同時に行なう。利潤 π(u)を Ll(U)と

Kl(U)について微分し，ゼロとおくと，

R(u)=sρ(u) h(u)fLl(U)， 

r= (1-13)ρ(u)h(u)fKl(U) 
(1. 5) 

となる。さらに U 関して π(u) を最大化し，

(1. 5)式を利用すると，

aR(u)fau _ 1 aρ(u)fau 
一一一くo (1. 6) 

R(u) -13 ρ(u) 

となる。これは，住宅生産者の主体的均衡立地

の条件を示している。(1. 6)式より，地代は中

心地から離れるにつれて低下する。さらに，

O<sく1であるから，距離 U に対する地代曲線

と住宅価格曲線とでは，地代曲線の傾きの方が

大きくなる。

次に u地点での単位土地面積あたりの住宅

生産の価値 ρ(u)h(u)fL¥(u)を求めよう。住宅

生産が完全に競争的であると仮定すると，その

収入は全要素への支払いと等しく， ρ(u)h(u)= 

R(u) Ll(u)+rKJ(u)である。これを変形してい

くと， ρ(u)h(u)fLl(U)の U に関する変化が求
められるの。

ål~jρ(u)h(u)\ _ a 
à"ulog~PL~可)= a~log R(u)くo(1. 7) 

(1. 7)式より，単位土地面積あたりの住宅生

産価値は，中心地から離れるにつれて低下する。

このことは，中心地に近くなると，住宅生産に

おける土地の集約度が高くなり，具体的にはよ

り高層な住宅やアパートなどの住宅サービスが

供給されることを意味する。

R(u)L¥(uL，_ _ .. P(u) h(u) 
6) (1. 5)式より，s=両戎而)であるから，ヲ両了

P(u)h(u) 
=jR(u)，この対数変化をとると dlog十五百ア

=dlog R(u)，これを M の微分変化にすると，
(1. 7)式が求められる。より一般的に，h(u)= 
h C工ρt)，KJ(u))の生産関数で解くと dを要素

a ，_jPh¥ In，，， nLl 
の限界代替率として'au1og¥I;)='¥s十(l-s)σ;

会logR(u)となる。



78 (24の 経済学研究 33-2 

以上の分析をまとめると，住宅地区内では中

心地から離れるにつれて地代と住宅価格は低下

し，また，中心地に近くなるにつれて高層の住

宅が見られるようになるといえる。 ミユース

は，このような一般的な住宅地の基本構造を求

めたあと u地点での人口密度，およびそれを

住宅地区内で統合した都市人口を求めた。しか

し， ミユースの方法は多少複雑なので，ここで

はへンダーソン [2Jに従う。

ある地点 U に居住する人口を N(u)とする。

各住民が消費する土地は Ll(U)(L!(u)は住宅

h(u)の派生需要である)であるから，土地が全

て住宅生産に使用されるならば，u地点の全住

宅地面積は，u地点の近傍で面積を近似する

と，N(u) L!(u) =2πu となる。都市人口を N

とすると，N は全ての U地点に居住する N(u)

の合計である。これに土地の派生需要 L1=
(cs/I)・(y-ru)/R(u)を代入すると，

N=βπU L!(u)協
~ rU!u， R(urd "!:r. ¥ u l.~， \v::.\du (1. 8) 
cs Juo""(y-tu) 

となる。ここで，R(u)は， ρ(u)の単位費用関

数と(1.3)式の積分結果を適当に代入すれば，

f f 
R(u)=R(u!) (y-tu!)-i:"s(y-tu)cs (1. 9) 

と求められる 7)0 R(u!)は都市の境界の地代で，

周囲の農業地代と等しく，都市にとっては外生

7)最初に，住宅価格曲線を求める。 (1. 3)式に，住
宅の需要を代入すると，
ap jt" ， .，_， 
両 cρ(y-tU)-l

となる。初期条件を都市の境界的での住宅価格
p(Ul)とすると，上の微分方程式を解いて，

_f f 
p(u)=ρ(Ul)(y-tu，) ζ (y-tu)~ 一一(1)

を得る。次に， (1， 5)式を(1.4)式に代入し
て，住宅の単位コストが求められる。
戸(u)=B'R(u)syl-s， 一一一(2)

ここで，B'=B-l sペ1-s)s-l
都市境界的における住宅価格は，
ρ(u1)=B'R(Ul)syl-s 一一(3)

R(u) rp(U) l-lc 
(2)式を(3)式で割って，京五s=L瓦石sJsとなる。
これに(1)式を代入すると， (1. 9)式が求められ
る。

的である。(1. 9)式を(1.8) 式に代入して

積分すると，

N=2 7r R(u!) t悦+1)な (t，UO， u1) 
(1. 10) 

r f 
ここで， S (t， UO， u!)= I (y-tU!)-Cs 

(y-tuぷいが。)-令い+4会がt仰u仇1
となrが机〉~。ここで， 4は住宅生産に投入される
土地に対し，住民が支払う所得の割合の逆数で

ある04は，直接 N の大きさに影響すると同
時に，通勤費用を除いた可処分所得を通して N

に影響する。(1. 10)式より，都市人口は所与

の外生変数 R(u)川とパラメーターかこよ

って定められる。特に，Nを農業地代 R(u))と
通勤費 tの水準に応じて都市が許容できる人

口水準とみると，これは都市人口に対する需要

関数を示している。

ミユースは，住民の所得 yを所与としたが，

それは住民が CBDで労働Lて得た賃金所得で

ある。そこで，我々は次に， CBDでの主体的

均衡を分析していこう。

2. CBDの空間均衡と労働人口

CBDの財生産に集積の経済が働くことを最

初に明示したのはミルズ [4J であった。彼の

モデ、ルで、は，さらに輸送サービスが土地を投入

して供給されるものとして導入されているが，

本稿では簡単のため，輸送サービスの生産関数

は明示しない。

CBDでは，企業家(住宅生産者と区別する

ため， CBDの財生産者を以下「企業家」と呼

ぶ)が X 財を生産し，各 U 地点 (0くUくuo)

で生産される量を x(u)とする。 x(u)の生産に

8) (1. 9)式を(1.8)式に代入すると，次のように

なる。
f f {'ul f 

N=2π布R(u以yー帆)百jJ(y-ω)cp-1du 
積分部分を部分積分すると， (1. 10)式が求めら

れる。
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は都市の人口規模に関して規模の経済が働くと

し，要素は土地 Lx(u)，資本 Kx(u)， および労

働 Nx(u)とする。また，生産関数はコブーダグ

ラス型を仮定する。

x (u)=G(N) Lx(u)αlKx(u) "'Nx(u)α3 

α1十α2十日3=1 (1. 11) 

各 U 地点で生産された財が，一旦 CBDの中

心地まで運ばれ，そこで取り引きされるとし，

企業家は輸送コストを負担する。 X財の単位あ

たり単位距離の輸送コストをんとすると，企

業家の利潤は， π(u)=九x(u)(l-txu)-R(u) 

Lx(u) -r Kx(u)一ωNx(u)となる。各要素に関し

て利潤最大化を求めると，

Lx(u) =円九(1ーらu)x(u) R(U)-1 
Kx(u) =日2ι(1-txu) x(u)r-1 (1. 12) 
Nx(u) =αs九(l-txu)x(u) w-1 

となる。 (1. 12)式を(1. 11)式に代入する

と， CBD内の地代曲線が求められる。

R(u)=C占G(N)石ρλ(l-txu)えt-Zw一去
ここで C=aj"1αよ2α8α(1. 13) 

(1. 13)式より，地代は中心地に近くなるにつ

れて高くなり，規模の経済性 G(N)は地代を

上昇させるように働く。また， CBD と住宅地

区の境界で地代が等しいとし， (1. 13)式に

u=uoを代入して，その結果で (1. 13)式を割

ると，

R(u)=R(uo) (l-txuo)一長(l-txuFi

(1. 14) 

となる。(1. 14)式より， CBD内の地代の高

さは，住宅地区との境界の地代 R(uo)， CBDの

半径 Uo，および輸送コストんで決定される。

次に，U 地点で生産に従事する単位面積あた

りの労働者数は Nx(u)JLx(u)である。全住民が

CBDに通勤して生産に従事するとすれば，全

労働者数は都市人口 Nに等しく，

N=  f町2rru並{竺~du
.10 ~ "wLx(u) 

で求められる。これに(1. 12)式を代入すると，

N=2πW12fou-R(u)du (1. 15) 

となる。(1.15) 式に(1.13) 式を代入して

積分すると，

N=CJJG(N)Eir ヲ勺~-'[1ー(l-txuo)

主+l{川Uo(す+1)} ] (1. 16) 

ここで， Cj=2πC吃(土+lfl

(土+2r1
となる。 (1.16)式より ，Nは都市人口に関す
る規模の経済や輸送費などの外生変数と，各要

素の集約度などのパラメーターによって求めら

れる。さらには.16)式は各賃金水準に応じて

企業が求める労働への需要を示している。

3. 都市人口の均衡

以上までの分析は， ミュ{スとミルズが別個

に行なったものである。彼らの空間均衡分析に

よって，都市の地代や住宅価格は中心地から離

れるにつれて低下する，など都市の基本的構造

が明らかにされた。また，その重要な決定要因

が通勤費や輸送費であることも明らかになっ

た。さらに，各地点の住民や労働者をアグリゲ

ートして都市人口を求めると，それは，他の変

数一定の下で，農村地代と都市の境界((1. 10) 

式)， または，規模の経済性と CBD の境界

((1. 16)式)によって決定されることが示さ

れた。

ヘンダーソン [2Jは，このように別個に求め

られた住宅地区と CBDの人口決定の関係を明

らかにした。企業家は，都市で生産するため競

争的要素価格を提示し，要素を需要する。労働

についてのみ検討すると，労働者は労働報酬と

して受けとる賃金で，財・サーピスを購入し，

効用を得る。先に，全消費者の効用水準は等し

いことを示したので，ここでは都市の境界に居

住する住民を代表的個人として， (1. 1)式よ

り間接効用関数を求めると，

U(uj)=Ajあ--aρ(uj)-C(y-tujV (1. 17) 

ここで，Aj =Aaa CC j-f 
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となる。 ρ(Uj) は住宅の単位費用と等しく，そ

れは(1.5)式を(1.4)式に代入して求めら

れる。求めた ρ(Uj) をさらには. 17) 式に代

入すると，

U(uj)=Aj Bj-cρx -a R(uj)-cs y-c(ト s)

(y -tuj)l (1. 18) 

ここで，Bj =B-l s-s (1-s)H 

となり，効用水準は変数y と Uj の関数である

ことがわかる。住民の収入が賃金所得だけであ

れば，y=wである。住宅地域内で、求めた人口

水準(1.10)式と， CBD内で求めた人口水準

(1. 16)式より ，y と U] はそれぞれNのあ
らゆる水準で求められ，よって， (1. 18)式の

効用水準は，Nの関数となる。実際に関数形を
求めるのは煩雑なので，対数変化をとると，

dU f 
一一一一一一(dy-tduj) (1. 19) U_(y_tUj) 

となる。(1. 16)式より ，yは規模の経済性と

土地の集約度の関係から，Nに関して増減が明

らかではなく，の(1. 10)式より ，Uj の変化は

土地に対する支払いの所得の割合が，正と負の

両方の係数となって現われるため明らかではな

い。一般に，規模の経済性は賃金を上昇させ，

人口が増加すると都市の境界が拡張すると考え

られる。従って，(1. 19)式より，効用 U は

都市人口 N の単調な関数ではない。へンダー

ソンは，このように求められる効用はあらゆる

N の水準で企業家(又は都市)が提供できる効

用水準を示しよって，労働者(又は人口)に対

する需要関数である，と解釈する。

さらに，へンダーソンは，提供されうる効用

水準に対して労働者の右上りの供給曲線を仮定

した。従って，(1. 18)式で求めた需要曲線と，

外生的に仮定した供給曲線の一致する点で，均

9) (1. 16)式の N とω(=y)が変化するとして，

対数変化をとると，次のようになるo

d logN=之dlogG(N)一(含+加ogy
これを変形していくと，
dN a，+日3dy ~ ~~， .._dG(N)jdN 
N a1弓子」こで，ザ=G(N)jN 

となる，従って，右辺の係数の符号は，日lとの関
係に依存するので，明らかではない。

衡労働者数，又は均衡都市人口が決定される。

(詳しくは，ヘンダーソン [2J第2章参照)

ところで，このような市場で決定される均衡

点が，住民に与えられる効用が最大になる点と

一致するとLづ保証はなし、。ミユースは住宅地

区内で効用が最大になるような人口水準を求め

たが，それは所得が所与の下で求めたものであ

った。ここでは，所得は都市規模に関する経済

性と人口水準に応じて変化し，よって効用水準

も変化するのである。このことは，市場で決定

される均衡都市人口と，住民の効用が最大にな

る都市人口とが必ずしも一致しないことを示

唆するものである。しかし，これ以上の分析を

進めることは，本節の空間モテツレでは複雑であ

る。従って，次節でモデノレを修正してこの点を

分析する。

4. モデルと都市問題

本節で述べたような空間モデルでは，都市問

題はどのように扱われるであろうか。まず，

ルズ [4Jは，輸送サービスは土地を投入要素と

して供給されるとして，モデルに輸送システム

の生産関数を導入した。今，生産者聞の競争に

よって土地配分がある均衡状態にある時，何ら

かの要因で人口が増加し，輸送システムに対す

る需要も増大するとする。この時，輸送システ

ムの建設や整備が人口増加に遅れるため，交通

混雑が発生すると論じた川。しかし，このよう

な説明だけでは，交通混雑の発生について十分

には納得できなし、。

そこで，ミルズ=デュ・フェランティ [5J 

は，輸送サービスには混雑があるものとして，

それがどの程度であれば最適かを分析した。ま

ず，混雑費用は，ある地点を通過する通勤者に

対するその地点の輸送用土地面積の比率に依存

するとし，U地点での通勤費用を次のように定

10) ミノレズは，都市の特徴として，財生産における集
積の経済と，要素の代替性が高いこと，の二点を
挙げている。そして，要素の中でも比較的固定的
な土地の最適配分を主な目的とした。輸送サービ
スにおいては，土地と資本，または，土地と労働
の代替性が低く，それが混雑の原因となる，と述

べている。
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義した。

iN2(U)γ2 
(U)=Hp11一一|

IlL~(u)J 
(1. 20) 

ここで， ρ1とんはパラメーター，tは混雑の

ない時の通勤費用で，どの地点においても一定，

L2(U)はU地点で輸送にあてられる土地面積，

N2(u)は U 地点より外側に住み u地点を通

過する通勤者数である。さて，地代は輸送に使

用される土地の機会費用を表わしているといえ

るので，最適な輸送システムの条件は，土地の

限界収益(即ち，通勤費用の低下)が限界費用

(即ち，地代支払いの上昇)と等しくなること

である。この条件は， CBDの境界的と都市

の境界的の二地点をとると，

[改閣旦坦(川一- ] 一「←一一 (ο1. 2勾1) ) 
N，、V叫山7ら引~(似u軌ω1)げJLι2(似u向ωI)J -R(似u軌ω1) ) 

となる。彼らは，左辺の[ J内を混雑比率
(congestion ratio) と呼び，これが高くなると，

地代は機会費用を反映せず，最適な土地配分が

妨げられる，と論じた1~
このように，空間均衡分析において都市問題

を扱う場合には，混雑などの問題が，それらが

ない時の空間均衡にどのような影響を与えるか

を分析する，とL、う方法が採られる。人口の増

加や通勤コストの上昇が，何らかの意味で都市

問題に関連すると考えるのである。その意味

で，フィートン [8Jは，空間均衡におけるあら

ゆる比較静学を行ない，空間モデルにおける都

市問題の分析に貢献している。

しかし， ミルズとデュ・フェランティ [4J 

[5Jは，都市問題はより都市に内在的であると

して，次のように論じている。都市における集

積の経済は，人口集中を促し，都市規模(空間

モデ、ルで、は，人口規模と空間規模のどちらにも

読みとれる)を増大させる。しかし，都市があ

る規模を超えて拡張すると，交通における規模

の不経済が発生し，両者のバランスによって最

11)ソロー [7]は， ミノレズ=デュ・プェラシティと同
様の混雑の定式化をし，住民の効用分析から，地
代，人口密度，および最適な土地配分を求めた。
そして，混雑を導入すると，それらがどう変化す
るかを分析している。

適な都市規模が決定される。

これまでのモデ、ルには残念ながら，規模の不

経済が明示されておらず，都市規模の増大の制

約を外生的に求めてきた。このような外生的要

因とは， ミユースにおいては農業地代と通勤費

用であったし，ヘンダーソンにおいては人口の

供給曲線であった。まず，この点でモデルの改

善が必要である。従って，我々の次の目的は，

都市規模(次節では，人口規模を指す)が内生

的に決定されるメカニズムを知り，それと同時

に，雇用機会や賃金の他に，外部経済又は不経

済を持つ住環境に依存する効用水準の決定と人

口水準との関係を知ることである。さらに，そ

のためには先に示唆したような，市場で決定さ

れる都市規模と，住民の効用が最大になる都市

規模との違いを明らかにしなければならない。

このような問題分析に最も適しているのは，へ

ンダーソン [3Jのモデ、ルで、ある。

第二節 一都市の最適規模と均衡規模

ヘンダーソンの都市と都市問題のとらえ方

は，先のミルズとほぼ同様で、ある。都市は，生

産における集積の経済によって産業と人口をひ

きつけると同時に，集積のためにある種の消費

や生産における不経済が存在する場である。前

述のように，住民の所得が規模の経済に応じて

変化したり，さらに都市規模に関する不経済が

発生すると，市場で決定される都市規模は，住

民の効用最大化と必ずしも一致しなし、。ここ

で，市場で決定される都市規模を「均衡規模J，

住民の効用が最大になる都市規模を「最過規模」

と定義する。

本節の目的は，一国経済内における一都市の

最適規模と均衡規模を求めることである。ここ

で生産要素を労働と資本にのみ限定し，労働者

は都市内に居住し，資本家は都市以外に居住す

ると仮定すると，均衡規模は，要素市場全体が

均衡する点，即ち，労働と資本の実質報酬の合

計が最大となる規模であり，最適規模は，労働

者の実質報酬が最大となる規模である。
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本節では，均衡規模が最適規模よりも大きく

なる傾向にあることを示し，そこに都市問題が

存在することを述べる。ここでは，一都市内の

人口や地代の分布を検討することではないの

で，必ずしも空間モデルとは限らなL、。また，

扱う変数は，代表的個人の変数である。

1.基本モデル

都市は，そこで何を生産するかによって集積

の経済性が異なり，よって都市の規模も異な

る1，)。生産する財によって都市を分類し，ここ

では X 財を生産する都市のモデ、ルを定式化す

る。

X財の生産には，労働と資本が投入されると

する。労働者は，都市の住宅地区に住み， CBD 

に通勤して生産に従事し，賃金所得を得る。資

本家は，その資本を投入する都市に住むとは限

らなし、。本稿では簡単のため，資本家は都市以

外の地域に住む，と仮定する。労働者は効用の

最大化を目指してどの都市に居住するかを決定

し，資本家は資本レントの最大化を目指してど

の都市に投資するかを決定する。企業家は，完

全競争の下で利潤最大化行動をとり，労働と資

本を一定比率の下で雇用すると仮定する。

CBDで生産される X財は，都市聞で移出・

入の可能な財 (tradedgoods)であるとする。各

企業レベルの生産は完全競争であるが，都市産

業全体では，都市人口に関して規模の経済が働

き，また，都市内で要素は完全雇用されるとす

る。産業全体の生産関数は， コブーダグラス型

を仮定する。

X=AN'N;K/-α(2.  1) 

ここで，Nx， Kxとはそれぞれ X 財生産に投

入される労働と資本，Nは都市人口， eは都市
規模に関する経済性の程度 A は定数で， よ

12)今，一都市内で，都市規模に関する経済性の異な
るごつの財が生産されているとナる。人口が増加
すると，通勤費用は上昇するが，しかし，それを
相殺する集積の経済性は，労働者が全て向ーの財
の生産に従事する場合よりも低くなる。従って，
都市は，ある財，または，相互に関連性の強い財
の束(パγ ドノレ〉の生産に特化するのが有利であ

る。

って AN'は都市規模に関するシフト要因であ

る。要素報酬率は企業間で競争的に決定され，

企業家の利潤最大化条件より，

一判長)l-apX ' (2. 2) 

r=(lー α)AN'(ゑ)-apx (2. 3) 

となる。 X財の価格かは，圏内の財市場で決

定され，都市にとっては所与である。このこと

は， X 財を生産する都市が数多く存在し，都市

聞の競争があることを意味する。

住宅地区では，移出・入の対象とならない財

(nontraded goods)即ち住宅サービスが，敷地と

資本を用いて，規模の収穫不変の下で生産され

る。

h=BL
1
s K11-s (2. 4) 

hは代表的家計の住宅消費量と等しく ，L1 と

K1 はそれぞれ敷地サービスと資本である。住

宅用敷地 L1 は，輸送システムが導入されて初

めて敷地サービスを提供するとする。従って，

敷地は生産される投入要素であり，そのコスト

は，住民が都市に居住することによって支払わ

なければならない通勤コストで測ることができ

る1め。都市の規模が増大すると，通勤費用は上

昇し，よって敷地サービスが低下すると仮定し，

敷地 L1 の生産関数を次のように定める。

L1=DNδN， (2. 5) 

N，は敷地生産への労働投入 d は都市規模に

関する収穫逓減の程度，Dは定数で，DN-aは

シフト要因である。 N，を通勤費用又は時間で

測ると， (2. 5) 式よりそれは都市規模に関し

て逓増し，よって交通混雑が発生すると考えら

れる。さらに， (2. 5)式を (2. 4) 式に代入

すると，実際には住宅生産における敷地の投入

は消去され，住宅生産は都市規模に関して不経

済を受けることになる。

最後に，消費者(労働者)は，自らが居住す

13)空間モデルでいうならば，敷地サーピスは，家計
が都市内のどの地点に居住するか，即ち，CBDか
らの距離を表わしている。言い換えると L，は，
CBDの周囲に住民が需要する総土地量である。
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る都市で生産される X財と住宅，および他の

都市から移入される Z財を消費して効用を得

る。同時に，都市規模が増大すると，様々な生

活環境 (qualityof life items)が悪化し，不快

感(ディスアメニティ)を受ける。代表的家計

の X財と Z財の消費量をふ zとし，対数線

形の効用関数を仮定する。

U=Eo e-ON Xa Zb hc α+b+c=f 

Oは都市規模に関する不効用の程度，E。は定

数である。家計の所得は CBDで得る賃金所得

と等しく，それをふん hの支出にあてる。そ

れぞれの価格を九，ム，ρとおくと， ιと九は
圏内の財市場で決定され，都市にとっては所与

であり， ρは都市内で決定される内生変数であ

る。所得制約の下で効用最大化を解き，各財の

需要を求めて上式に代入すると，次のような間

接効用関数が求められる。

U=Ee-ON九-aρfbρ-cyf (2. 6) 

ここで，E=Eo aa bb CC f-f 

y=ω 

(2. 6)式において，内生変数は住宅価格 ρと

所得yである。また，効用水準は，各財・サー

ビスの価格が上昇すると低下し，所得が上昇す

ると上昇することがわかる。

2. 都市の最適規模と均衡規模

本節の定義による均衡規模は，一定の資本一労

働比率の下で，実質要素報酬の合計が最大とな

る点である。また，完全競争市場の下でそれ

は，企業家の利潤追求の結果もたらされるもの

と等しい。(詳細は後述)

しかし，このような均衡規模は，一般に住民

の効用が最大となる最適規模とは一致しない。

なぜ、ならば，企業家は集積の経済を求めて都市

規模の増大を計るが，一方，規模が大きくなる

と，住民が規模の不経済(ディスアメニティ)

を感じるからである。

以下では，モデ、ルを展開して最適規模と均衡

規模を求める。両者とも，効用最大化や資本レ

γ ト最大化を分析するので，同じプロセスで求

めることができる。

最初に，消費者の効用最大化を求める。 (2.

6) 式から明らかなように， 消費者の効用水準

は ρと y を内生変数とする。 ρは住宅の需

給が一致する水準で決定されるが，住宅の供給

は敷地生産に依存し ((2. 4)式)， さらにそれ

は都市規模に依存する ((2. 5)式)。また，住

宅の需要は所得に依存し，所得は再び都市の規

模に依存する ((2. 2)式)。従って，最終的に

効用は，都市規模の関数として求められる。最

初に，住宅の需給均衡より住宅価格は，

ρ= 10 Nds ws r'-s (2. 7) 

ここで，10=B-1D-s s-s(1-s)s-1 

となる 1の。よって，住宅価格は都市規模の増大

と賃金の上昇によって上昇する。 (2. 7) 式を

(2. 6)式に代入し，さらに賃金と資本レント

が競争的に決定されるので， (2. 2)式と (2. 3) 

式を代入すると，効用関数は，
/"K、f(l α)+c(a-s) ，(f-c)-cds -ON 

U=1{N~) N e 

(2. 8) 

ここで， 1，=10(1-α)<(s-I)αf→sAf-c 

ρJ-c 

となる。都市規模に関して効用を最大にするた

め， (2. 8)式を N で微分してゼロとおくと，

その結果から最適な Nを求めることができる。

N*ー
(f-c)土cosー←ー-iJ-一一>0 (2. 9) 

(2. 9)式より，都市の最適規模はパラメータ

ーのみで表わすことができる。さらに， (2. 9) 

式を検討すると，右辺のパラメーターで，住民

のディスアメニティ e-ON と敷地生産における

規模の不経済性 N-δ は，規模が大きくなるに

つれて大きく，また，財生産の規模の経済性

NOは，規模が大きくなるにつれて小さくなる。

よって，aUjaNの符号に関しては，次の二つ

のケースが考えられる。

(i) 都市規模が最適規模よりも小さい時，

14)住宅の供給は，h=BDs N-sd N2s K，'-s，住宅の

需要は， h=?M1要素の限界生産力は，ん=

3・ρhjω，K，=(l-s)ρhjr， これらを生産関数
(2. 4)式に代入すると， (2. 7)式が求められる。
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。UjoN>0 
(ii) 都市規模が最適規模よりも大きい時，

oUjoNくO

(2. 9)式と (i)(ii) のケースを総合して考え

てみると，都市規模が最適規模 Nネよりも小さ

い時には，人口が増加すると N'は上昇し，賃

金が上昇する。この賃金上昇は，ディスアメニ

ティと敷地生産の不経済性をカバーし，住民の

効用を上昇させる。住民の効用は N*で最大

点に達し，さらに人口が増加すると.賃金の上

昇はディスアメニティなどの上昇をカバーでき

ず，効用は低下しはじめる。これを効用ノξ ス

(U-path) と呼び，図 1に示す1九図 1におい

て，都市の最適規模 Nネは，効用の最大となる

N(Uつである。

次に， (2. 3)式より，資本レントは都市規模

に関して単調に上昇する。これを資本レントパ

ス (r-path)と呼び，図 1に重ねて示す。

U 
U事

H-path 

図1において，要素市場で、決定される均衡規

模は，どのように定められるであろうか。まず，

N(U*)より小さい都市規模では，要素の移動に

関して不安定であるから，これは除外する 1め。

また N(Uネ)を超えて都市規模が増大する時，

資本家が，上昇する資本レントによって労働者

の効用の低下を補えるとすれば，両要素市場の

均衡は成立せず，都市規模はさらに大きくな

る。従って，均衡解は，限界資本レントの上昇

が貨幣で測った限界効用の低下をちょうど補填

することができる点である。即ち，都市の均衡

規模は，

N~U~坐「十 K~て=0
oujoy '~~dN (2. 10) 

を満たすような N である。均衡規模を N(])

とし，図 1に示すような規模とする。

さらに，均衡規模は別な方法で求められる。

U-pathと r-pathが実質のタームで加算的で

あるとすると，仮想的な総収益曲線 (hypotheti-

cal total benefits path， H-path)が，Nに関し

て図 1に示すように描ける。従って，均衡規模

はこれが最大となる規模 N(])である。言い換
えると，N(]) は都市が生みだす実質所得が最

大となる規模である。実際に N(])を数学的に
U. 

U-pa白 求めることはかなり複雑である。また，説明は

r 

N(U申 N σN

図 1

15)この時，dUjdN>Oの部分の方が，傾きが急であ
る。なぜならば，パラメーターの相対関係より，
次のことが成立する。

|仕立型~I \戸ヰ戸~IN8 Ifor small N/I N8 --1 
16)今，N(U勺より小さい規模の都市が二つ存在す
るとするo ;Dる要因で，一方から他方へ人口移動
が起こると，人口が増加した都市では，効用が上
昇するためにさらに人口流入が続く。逆に，人口
が減少した都市では，人ロの流出が続く。よって
人口移動という観点から，このような規模は不安
定である。

後述するが，N(])は N(Uネ)よりも大きくな

る傾向にある。

さて，先に述べたように，N(])は企業の利

潤追求の結果もたらされる，長期の均衡点であ

U-path 

r 

r-path 

N (J) N (A) N 

図 2
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る。このことを以下で説明しよう。図2におい

て，企業家が一定の Kx/Nxで要素を雇用する

と，競争によってその利潤はどの都市規模でも

ゼロである。今，全企業が N(J)よりも大きい

規模の N(A) としづ都市で生産していたとす

る。ここで，ある企業家が，同じ X財を N(J)

の規模で生産するため，新たに都市を建設する

とより低い規模の経済性の下で競争的な資本レ

ントを支払うために，一時的に低い Kx/Nxで

要素を雇用する。その結果，U-pathはシフト

ダウンし， r-pathはシフトアップする。 N(J)

は，もとの Kx/Nxの下で要素報酬の合計が最

大となる点であるから，それより低い Kx/Nxで

は，資本家には元と同じ高い資本レントを支払

っても，労働者には同じ効用水準を保証して，

なお一部が超過利潤として残る。この超過利潤

を目指して，他の企業家も低い Kx/Nxの下で

N(J)の都市規模で生産するようになる。その

結果，要素市場では，資本需要が減少し，労働

需要が増加する。さらにそのため，資本レント

は低下し，賃金上昇によって効用水準は上昇し，

資本一労働比率は，再び元の Kx/Nx の水準に戻

るO また，この時，企業家の超過利潤はゼ、ロと

なる。以上のことは，N(J) よりも小さい都市

規模についても同様で、ある。従って，一定の資

本一労働比率 Kx/Nxの水準では，N(J) におい

て長期均衡が成立する。

3. モデルと都市問題

住民(労働者)の居住や移動の決定がどのよ

うに成されるかについては，次の二つの要因が

考えられる。一つは，企業の労働雇用の決定に

従う場合で，言い換えると，市場均衡のメカニ

ズムに従う場合である。他は，労働者自身が効

用の最大化を求めて決定する場合である。前者

の決定による都市規模が N(J)， 後者が N(Uネ)

である。市場のメカニズムに任せておくと，ま

たは，より現実的に企業の労働雇用決定に任せ

ておくと，都市の規模は N(J)になる。そこで

ヘンダーソシは，全知のプランナー又は都市政

府が存在し，住民の利益を代表する役割を果た

すと仮定し，最適規模 N(Uネ)を達成するとし
た。

へンダーソン自身は，都市の最適規模と均衡

規模が異なることを特に「問題」としていな

い。しかし，この点についてさらに検討するこ

とは興味深いことである。最初に，何故このよ

うな「手離」が生じたのか，その原因を考える。

それは，都市に存在する様々な外部性のためで、

ある。企業家は，規模の経済を求めて都市規模

をより大きくしようとする。資本家も同様によ

り大きな都市に投資しようとする。住民の賃金

所得もまた，規模の経済のために上昇する。以

上が生産における都市規模に関する経済性の作

用である。しかし，住民の効用は，都市規模が

大きくなると，交通混雑とディスアメニティの

増大という外部性のため低下しはじめる。その

ため，均衡規模は最適規模よりも大きくなる傾

向にある。

ところで，都市規模が N(U勺から N(J)に

増大すると，図 1で示されるように，住民の効

用は (uネ-Uつだけ低下している。このことは，

都市規模の増大による住環境の悪化を意味し，

都市問題として指摘することができる。このよ

うな都市問題を解決するためのプランナー又は

都市政府の役割は，N(U不)を超えて発生する

収益を全て税金などで吸収し，公共投資による

交通システムの改善や公共財を提供するなど，

住環境の改善を計ることである。しかし，その

ような政策を検討することは本稿の目的ではな

いので，ここでは住環境改善の一方向として指

摘するのにとどめるO

一般に都市が巨大になるほど，都市問題は深

刻になると理解される 17)。このことは，大都市

ほど，最適規模と均衡規模の手離が大きいこと

を意味するのであろうか。残念ながら本稿のフ

17)先に挙げたミノレズ=デュ・フェラシティは，人口

増加による通勤費，叉は混雑費用の上昇のし方
は，大都市の方が小都市よりも大きいと述べてい
る。このことは，混雑のパラメータ- P1> P2が
大都市の方が大きいことを意味し，大都市への人
口集中が，都市問題を深刻にすることを示唆して
いる。
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レームワークでは，そのような問題を明らかに

することができなし、。このような問題は，国民

経済の中で複数の規模の都市が存在する時に，

都市聞の人口や数の均衡がどのようにもたらさ

れるかを分析することによって明らかにされ

る。従って，本稿のような一都市モデルで、はな

く，複数の規模の都市を扱う一般均衡のフレー

ムワークが必要となってくる。このような分析

については，今後の課題としたい。

むすびに

本稿では，都市問題を人口集中によって発生

する集積の経済性と不経済性のアンバランスと

してとらえてきた。第一節では空間モデ、ルを用

い，第二節ではヘンダーソンモデルを用いて，

都市の均衡規模および最適規模と都市問題の扱

い方を分析した。

第一節の空間モデ、ルにおいては， ミユースと

ミルズに従って，地代や住宅価格などの空間均

衡を求めた。この時，都市問題は混雑などがこ

のような空間均衡をどう変化させるかという方

法で、扱われた。また，へンダーソンは，空間均

衡から，人口の需要関数として住民の効用水準

の関係を表わし，さらに，外生的な人口の供給

関数を仮定して，需給の一致する点で人口の均

衡水準を求めた。しかし，本稿ではモデ、ルの問

題点として，都市問題がモデルのフレームワー

クから内生的に発生しないこと，人口の均衡水

準が外生的要因によって決定されること，以上

の二点を指摘した。また，ヘンダーソンの求め

た均衡規模は，必ずしも住民の効用を最大にし

ないことを述べた。

そこで第二節では， ヘンダーソン [3Jのモ

デ‘ノレを用いて，都市規模に関する経済性と同時

に，その不経済性を住民の受けるディスアメニ

ティや混雑として導入し，それによって都市規

模の増大が制約を受けることを示した。分析の

結果，市場で決定される都市の均衡規模と，住

民の効用が最大となる最適規模が必らずしも一

致しないことが示された。本稿では，均衡規模

における住民の効用水準が最適規模におけるよ

りも低いことが都市問題とされることを述べ

た。

ところで，本稿では都市規模の経済性を財生

産にのみ導入したが，実際には消費における規

模の経済性，例えば，文化や教育サービスにお

ける集積の経済が考えられる。このような消費

における経済性を導入すると，住民の規模に対

する効用は増大するであろう。このことは，本

稿の基本的なモデ、ルのフレームワークに大きな

変化を与えないが，モデ、ルを現実に近づけるた

めの一つの方向である。

さらに，最後に示唆したように，都市問題は

大都市に顕著に見られるもので，大都市への人

口集中が国民経済の中でよく問題にされる。そ

こで，一国経済の中で規模の異なる都市聞の均

衡が問題となる。本稿のモデノレを応用して，都

市を一般均衡のフレームワークでとらえること

は，さらに興味のあることである。そのために

は，各都市の最適規模，又は均衡規模で求めら

れた効用が，様々な規模の都市聞で等しく保た

れるように，都市聞の人口や数がバランスする

かどうか，またバランスするとすれば，その条

件はどのようなものであるかについて分析する

ことが必要である。このような問題についての

検討は，次の機会に譲りたし、。
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